
 

 

－ 研究資料 － 
日本の温暖化影響・適応策評価のための気候・人口・土地利用シナリオ 

（第２版） 
 

花崎 直太* †・高橋潔*・肱岡靖明*・日下博幸**・ 
飯泉仁之直***・有賀敏典*・松橋啓介*・三村信男**** 

 

 * 独立行政法人国立環境研究所 〒305-8506 茨城県つくば市小野川 16-2 
 ** 筑波大学計算科学研究センター 〒305-8577 茨城県つくば市天王台 1-1-1 
 *** 独立行政法人農業環境技術研究所 〒305-8604 茨城県つくば市観音台 3-1-3 
 **** 茨城大学広域水圏環境科学教育研究センター 〒316-8511 茨城県日立市中成沢町

4-12-1 
 † Corresponding author: hanasaki@nies.go.jp 

 
摘 要

地球温暖化の影響範囲は多岐に渡る。包括的な温暖化の影響評価と適応策立1 
案のためには，共通した将来想定（共通シナリオ）の下で分野横断的に研究を2 
実施する必要がある。本稿では，最新の気候・人口予測情報を用いた日本の共3 
通シナリオを提案する。気候予測情報は Coupled Model Intercomparison Project 4 
Phase 5 (CMIP5)による４つの気候モデルと３つの放射強制力シナリオを利用し5 
た。これらと整合的な領域気候モデルを用いた力学的ダウンスケールの結果も6 
バイアス補正して活用した。また人口の総数に加え，その空間分布の変化も考7 
慮した９つのシナリオを利用した。また，これらの人口予測に整合的な土地利8 
用シナリオも開発した。これらのシナリオを共通に用いて複数分野の研究を実9 
施することで，日本における温暖化影響の全容把握につながると考えられる。  10 
 
キーワード：地球環境、温暖化  
 
簡略表題：気候・人口・土地利用シナリオ
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１．はじめに  1 

地球温暖化の影響を評価し適応策を立案していくことは，将来の安心・安全2 

な社会を構築していくために重要である。温暖化の影響が及ぶ範囲は農業，防3 

災，健康など多岐に渡る 1)。日本全体の包括的な影響評価と適応策立案を実施4 

するためには，共通した将来想定（以下，共通シナリオ）の下で複数分野の研5 

究を実施する手法が有効である。  6 

 共通シナリオを利用した分野横断的な温暖化影響評価の事例は限られる。温7 

暖化影響総合予測プロジェクトチームは気候の共通シナリオを設定し，水資源，8 

森林，農業，沿岸域，健康の 5 分野に関する日本の包括的な温暖化影響評価を9 

行った 2～ 3)。その後，人口や土地利用の共通シナリオを追加し 4)，対象分野も10 

増 や し て ， よ り 包 括 性 の 高 い 評 価 に 向 け て 研 究 が 続 け ら れ て い る11 

（ http://www.nies.go.jp/s8_project/）。世界を対象としたものとして，Inter-Sectoral 12 

Impact Model Intercomparison Project (ISI-MIP)は水循環，陸域生態系，農業，健13 

康（マラリア）の 4 分野に関する世界の包括的な温暖化影響評価を行った 5)。14 

これは合計 20 の気候シナリオを利用し， 35 以上の影響評価モデルが参加した15 

大規模な研究であった。  16 

 現在利用可能であり，既に利用されている日本全体を対象とした温暖化影響17 

評価のための共通シナリオとして，花崎ほかに示されたものがある 4)。この共18 

通シナリオは遵守すべき規約と，その規約に従って作成されたサンプルデータ19 

からなる。規約は気候と人口・土地利用に関するものから構成されている。気20 

候の規約は，温室効果ガス排出シナリオは Special Report on Emissions Scenarios 21 

(SRES)6)の A1B とすること，気候予測情報は Coupled Model Intercomparison 22 

Project Phase 3 (CMIP3)7)の MIROC3.2hires，MRI-CGCM2.3.2，GFDL CM2.1，23 

CSIRO MK3.0 の 4 モデルを利用することなどが，根拠とともに示されている。24 

人口については 2005 年の国勢調査を基準とし，国立社会保障・人口問題研究所25 

の中位推計 8)を延長すること，土地利用については国土数値情報土地利用三次26 

メッシュとし，加賀のモデル 9)を利用して人口に合わせて土地利用を変化させ27 

ることなどが規定されている。サンプルデータは規約に従って作成された日本28 

全域を網羅する三次メッシュ（約 1km×1km）の電子化された地図データであり，29 

影響評価モデルを利用したコンピュータシミュレーションの入力データとして30 

利用可能である。  31 

花崎ほかの共通シナリオ 4)は分野横断的な温暖化影響評価に有用だが，以下32 
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の 3 つの問題があり，改訂することが望ましい。第一に，気候シナリオの元と1 

なる気候予測情報が 2007 年頃に公開完了した CMIP3 データに基づいているこ2 

とである。 2013 年に刊行予定の IPCC 第 5 次評価報告書の出版に向けて，気候3 

モデルの研究コミュニティが最新の知見を取り込んだ気候予測情報を開発して4 

いる。この情報は Coupled Model Intercomparison Project Phase 5 (CMIP5)10)デー5 

タとして 2011 年以降公開され， 2013 年 10 月時点で 40 以上のモデルの情報が6 

得られるようになっている。よって，最新の気候モデルの知見を活用するため，7 

CMIP5 データの利用が望ましい。なお，気候モデルの境界条件も温室効果ガス8 

排 出 シ ナ リ オ の SRES か ら 放 射 強 制 力 シ ナ リ オ で あ る Representative 9 

Concentration Pathways (RCP)11) へと変わっている。第二に，気候シナリオの元10 

となる気候予測情報が月単位の全球気候モデルによるもので，空間・時間解像11 

度が粗いことである。花崎ほかが利用した CMIP3 データの全球気候モデルの空12 

間解像度は 110～ 280km 程度であり，そこから直接 3 次メッシュ（ 1km×1km）13 

へ線形内挿が行われたため，気候変化の地域差を十分に扱えない問題があった14 
4)。また，CMIP3 データにおいては日単位で得られる情報が限られていたため，15 

月単位のものを使わざるを得ず，最高気温や降水量など，日単位以下の変動が16 

重要な情報を扱うことができなかった。これらの問題を解消するために，全球17 

気候モデルの気候予測情報を境界条件にして領域気候モデルを利用して力学的18 

ダウンスケールを行う方法がある。しかし，日本全体を対象にした力学的ダウ19 

ンスケールの実施例は少なく，共通シナリオでの利用が困難であった。第三に，20 

温室効果ガス排出・人口・土地利用シナリオがそれぞれ一つしかなかったこと21 

である。温室効果ガス排出は国際的な温暖化対策への取り組みを反映するが，22 

将来にわたってどのように推移するかの予測は困難である。また，人口・土地23 

利用は例えば将来の自然災害による被害を見積もるうえで重要であるが，不確24 

実性も非常に大きいため，将来の人口推移が高めか低めか，居住が集中するか25 

分散するかによっては，影響評価は異なったものになり得る。よって，これら26 

のシナリオは複数用意することが必要である。  27 

そこで本研究の目的は上記の点を考慮し，花崎ほか 4)を全面的に改訂したシ28 

ナリオを提案することとする。  29 

                                        30 

２．方法  31 

2.1  CMIP5 への対応  32 
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2.1.1 データの入手方法  1 

 CMIP5 は 2013 年に刊行予定の IPCC 第 5 次評価報告書に向けて開発された全2 

球気候モデルによる気候予測情報のデータベースである 10)。放射強制力シナリ3 

オは RCP によるもので，放射強制力を 2100 年以降長期的に 2.6W/m2, 4.5W/m2, 4 

6.0W/m2 で安定化させるものと ,  2100 年時点で 8.5W/m2 に達してその後も上昇5 

するものの 4 種類である。2013 年 10 月時点で世界の約 40 以上の全球気候モデ6 

ルが気候予測結果を提出し，CMIP5 のウェブサイトから公開されている7 

（ http://cmip-pcmdi.llnl.gov/cmip5）。情報が提供されるのはモデル等による違い8 

もあるが， 1860 年から 2200 年までの月～ 3 時間単位情報であり，CMIP3 より9 

も期間が長くなり，時間解像度も向上している。空間解像度は 60～ 310km であ10 

り，CMIP3 よりも高くなっている場合が多い。  11 

2.1.2 データ選択のポイント  12 

 CMIP5 が提供する気候予測情報は，放射強制力シナリオ（ 4 つ）と気候モデ13 

ル（ 40 以上）の 160 通り以上の組み合わせがある。放射強制力シナリオの違い14 

は，今後の世界の緩和策（温暖化防止に対する取り組み）の程度を示す。温暖15 

化影響・適応評価においては，緩和策が非常に進むシナリオと，ほとんど進ま16 

ないシナリオを対比しながら進めることが重要であり，排出シナリオの数は多17 

いほうがよい。また，全く同じ排出シナリオを与えた場合でも，利用する全球18 

気候モデルによって気候予測結果は異なるものになることが知られている 12)。19 

これは気候システムをモデル化する際の不確実性によるものである。よって，20 

可能な限り多くのモデルを利用した解析が推奨されている 12)。  21 

 上記の議論に基づけば，放射強制力シナリオと気候モデルの全ての組み合わ22 

せについて，影響・適応評価を行うのが望ましいことになる。しかし，複数分23 

野の影響評価を多数の研究者が実施するにあたり，また，その結果を横断的に24 

まとめて効果的に意思決定者に示すためには，シナリオ数が多すぎるとその実25 

施が困難になる場合が多い。以下では，排出シナリオと気候モデルを選択する26 

ときの要点をまとめる。  27 

 2011 年末に南アフリカ・ダーバンで開催された第 17 回締約国会議（COP17）28 

での合意を受け，気候変動枠組条約は全ての国に適用される 2020 年以降の新し29 

い国際枠組み（以下「 2020 年枠組み」）の 2015 年までの合意を目指しており，30 

長期目標の検討は重要な課題である。RCP8.5 は排出量が最も大きく，産業革命31 

前と比べて全球平均気温の上昇は 2100 年には 4℃前後となる。現時点の緩和に32 
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関するすべての約束と誓約が実施されたとしても，20%の確率で同上昇が 21001 

年までに 4℃を超える 13)。このため，気温上昇が 4℃を超える世界における影2 

響に着目した研究が行われ，2013 年には世界銀行より報告書が出版されている3 
13)。次に RCP2.6 は排出量が最も小さく，全球平均気温の上昇が長期的におお4 

よそ 2℃以内に収まる。第 16 回気候変動枠組条約締約国会議（COP16）での合5 

意では，2℃目標の妥当性について 2013 年から 2015 年の間に再検討を実施する6 

ことになっている。RCP4.5 と RCP6.0 はこれらの中間にある。RCP4.5 と RCP6.07 

は気候変化の他に，エネルギー構成や技術進歩に関する将来想定も中庸で，8 

RCP8.5 と 2.6 に比べて将来社会を検討しやすいという点で重要である。  9 

 気候モデルを選択するにあたっては，過去の気候の再現性は重要である。全10 

球規模の循環といったグローバルな気候の再現性に加え，例えば梅雨前線のよ11 

うに，日本の気候と風土を考える上では欠くことのできないローカルな気象現12 

象の再現性も必要となる。気候モデルにおける気候や気象現象の再現性を数値13 

化したものをメトリクスという。CMIP5 でも多数のメトリクスが分析されてお14 

り 14)，メトリクス（数値）の高いモデルを選択することが可能である。しかし15 

ながら，特にローカルな気象現象は評価する対象ごとにモデルの優劣が異なり，16 

総合的に甲乙をつけにくいことが問題である。また，過去の気候の再現性の高17 

さが，必ずしも将来変化の信頼性を保証しないという議論もある 15)。  18 

2.1.3 データの選択  19 

 排出シナリオについては上記の議論に基づき、また上限と下限を抑える必要20 

があることから、RCP8.5 と RCP2.6 を選択する。また、後述する力学的ダウン21 

スケールの入手可能性から RCP4.5 も選択する。  22 

 気 候 モ デ ル に つ い て は 、 日 本 の 研 究 機 関 が 開 発 し た MIROC516) と23 

MRI-CGCM3.017)をまず選択した。現在、これらのモデルを利用して日本を含む24 

アジアの気候やモンスーン、梅雨前線等の再現性や将来変化の研究が実施され25 

ており 18～ 19)、今後さらに多くの知見や情報が得られる見込みがあるからであ26 

る。  27 

 これ以外に 2 つのモデルを選択した。選択の方法は基本的に花崎ほか 4)と同28 

様である。花崎ほか 4)は CMIP3 の気候モデルの評価を行った Gleckler et al.20)29 

に従い、20 世紀の気候の再現性の高い上位 50%のモデルを抽出し、その中から30 

日本付近の気温や降水量のモデル間のばらつきの幅を捉えるべく、 4 つのモデ31 

ルを選択した。本稿では CMIP5 の 42 の気候モデルについて Gleckler et al.20)と32 
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同様の評価を行った Flato and Marotzke21)を利用し、13 項目あるメトリクスの単1 

純平均が中央値を超えた 22 のモデルを選択した。ただし、このうち 5 つのモデ2 

ルに関しては 2013 年 10 月時点で RCP8.5 の気候予測情報が得られなかったの3 

で除外した。これらに MIROC5 と MRI-CGCM3.0 を加えた 19 のモデルについて、4 

日本周辺の年平均気温と降水量の 20 年移動平均の変化を図 1 と図 2 のように用5 

意した。グレーで示されている範囲が、19 モデルのばらつきの幅ということが6 

できる。ここで、MRI-CGCM3.0 は気温に関しては幅の下限付近、降水に関し7 

ては幅の中央やや下位付近を推移することが分かる。一方 MIROC5 はそれぞれ8 

幅の下位 1/3、中央やや上位付近を推移している。ここで、 19 モデル間の気温9 

のばらつきを捉えるため、気温が幅の上限と上位 1/3 付近を推移する GFDL 10 

CM322) と HadGEM2-ES23) を選択した。この 4 モデルの選択（太線）により、11 

19 モデルの気温のばらつきの幅（図 1 のグレーの範囲）が捉えられたことが確12 

認できる。降水の幅に関してもこれらの 4 モデルにより 2060 年以降はおおむね13 

捉えられた（図 2）。ただし、 2000-2030 年に関しては幅の上部（図 2 の緑線よ14 

り上にあるおもに 3 モデルのふるまい）が、 2030-2060 年に関しては幅の下部15 

（同じく青線より下のおもに 3 モデルのふるまい）が捉えきれていないことに16 

は注意が必要である。なお、降水のばらつきをより広く捉えられる別の２つの17 

モデルがあったが、それらは気温上昇が MIROC5 と MRI-CGCM3.0 と非常に似18 

ており、気温のばらつきを捉えられなくなるため、選択対象から外した。  19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 
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図 1 日本付近の気温変化量の 20 年移動平均の推移。赤は GFDL CM3，黄色1 

は HadGEM2-ES，緑は MIROC5，青は MRI-CGCM3，他の細線は残りの 152 

の全球気候モデルの結果である。グレーの範囲が全 19 モデルのばらつきを表3 

す。  4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

図 2 日本付近の降水量変化率の 20 年移動平均の推移。赤は GFDL CM3，黄18 

色は HadGEM2-ES，緑は MIROC5，青は MRI-CGCM3，他の細線は残りの 1519 

の全球気候モデルの結果である。グレーの範囲が全 19 モデルのばらつきを表20 

す。  21 

 22 

2.2 高解像度化への対応  23 

2.2.1 データの入手可能性  24 

 地球温暖化の予測とその影響評価は世界中で行われている。全球ではなく特25 

定の地域を対象とした研究において、全球気候モデルの結果を直接利用してい26 

るケースは減りつつあり、多くは領域気候モデルを利用した力学的ダウンスケ27 

ールの結果を利用している。北米においては North American Regional Climate 28 

Change Assessment Program (NARCCAP)プロジェクトが実施されており、SRES 29 

A2 排出シナリオ、過去（ 1971-2000）と将来（ 2041-2070）の 2 期間についてメ30 

キシコからカナダを含む北米全域を対象にした力学的ダウンスケールが行われ31 

ている。利用されている領域気候モデルは 5 つで、それぞれ 2 つずつの全球気32 
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候モデルの気候予測情報を境界条件としている 24)。ヨーロッパにおいては、1 

EU-Ensemble プロジェクトにおいて、 21 世紀末まで対象期間として、 4 つの排2 

出シナリオ、 7 つの全球気候モデルの気候予測情報を境界条件として、複数の3 

地域気候モデルを用いて、ヨーロッパ全域を対象にした力学的ダウンスケール4 

が実施された 25)。  5 

 日本においても、日本全域を対象にした力学的ダウンスケールは実施されて6 

きた。ただし、境界条件として使われた全球気候モデル、排出シナリオは上述7 

のプロジェクトと比べて限定的で、マルチシナリオ・マルチモデル影響評価を8 

実施するうえで困難がある。環境省地球環境推進費 (S-5)地球温暖化に係る政策9 

支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究プロジェクトに10 

おいて、WRF、NHRCM、RAMS の 3 つの領域気候モデルを利用した日本域の11 

力学的ダウンスケールが行われた 26)。ただし、領域気候モデルの相互比較に力12 

点が置かれており、境界条件として利用されたのは SRES A1B 排出シナリオ、13 

MIROC3.2hires 全球気候モデル、期間は 2081-2100 年のみであった 26)。その後、14 

同じ領域気候モデルを利用して MIROC5 全球気候モデルを境界条件とした力学15 

的ダウンスケールも実施されたが、排出シナリオは RCP4.5 へと変更され、や16 

はり全球気候モデルのみを変えるマルチモデル実験の実施は行われていない。17 

なお CMIP3 を境界条件とし、日本全体を対象としないものについては多数の事18 

例があり、例えば気候変動適応研究推進プログラム (RECCA)プロジェクトでは、19 

日本各地で力学的ダウンスケールとそれに基づく詳細な影響評価が研究されて20 

いる（ http://www.mext-isacc.jp/）。  21 

2.2.2 データ選択のポイント  22 

 温暖化影響評価において、温暖化の進行（緩和策の程度）と影響の関係は重23 

要であり、緩和策の目標を検討するためには、複数の安定化シナリオを用いて24 

実施すること（マルチシナリオ）は必須である。また、全球気候モデルの温室25 

効果ガス濃度上昇に対する応答のばらつきが極めて大きいため、マルチモデル26 

以外は論文として受け付けられにくい。しかし上述の通り、日本全体をカバー27 

したマルチシナリオ・マルチモデルの力学的ダウンスケールによる気候予測情28 

報は実施されていない。一方、影響評価研究者が自ら領域気候モデルを利用し29 

た力学的ダウンスケールを行うことは非常に困難である。日本は南北に細長い30 

ため、日本全域を対象とする長期間の力学的ダウンスケールは、解像度にもよ31 

るが、相当な計算機リソースを必要とする。また亜寒帯から亜熱帯まで、低平32 
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地から盆地・山岳域まで、多様な気候帯や地形を含み、パラメータの調整や計1 

算結果の検証にも多大な手数を必要とする。よって、上述のすでに実施された2 

ダウンスケール結果を工夫して利用するのが現実的である。  3 

2.2.3 データの選択  4 

 上述した通り、RCP4.5 放射強制力シナリオ下の MIROC5 全球気候モデルを5 

境界条件として WRF、NHRCM、RAMS の 3 つの領域気候モデルを利用した力6 

学的ダウンスケールが 2081-2100 年について実施されている。このうち WRF7 

は現在、配布と公開が進んでおり 27)、今後も地域ごとの力学的ダウンスケール8 

などに広く利用されていくことが考えられたため、WRF を選択した。ここで、9 

境界条件は MIROC5 モデルによる RCP4.5 シナリオのみであるが、2.1 節で述べ10 

た CMIP5 の全球気候モデルを直接利用する方法にも含まれており、これらを組11 

み合わせることにより、マルチモデル・マルチシナリオを実現することが可能12 

である。  13 

2.3 バイアス補正方法  14 

2.3.1 利用可能な方法  15 

 気候モデルは気温や降水量といった気象変数の時間変化や地理分布を記述す16 

る能力は高いものの、気象変数の絶対値については系統的な誤差（バイアス）17 

を持つ場合が多い。気候予測情報を影響評価モデルの入力データとするにあた18 

りバイアスを取り除く処理を行うが、これをバイアス補正と呼ぶ。気候予測情19 

報から除くべきバイアスは、影響評価モデルや影響評価の対象によって様々で20 

ある。例えば、 Iizumi et al.28 )では、日本の広域水稲モデルを例に気候モデルの21 

バイアスとシミュレートされた収量のバイアスとの関係を解析している。ただ22 

し、花崎ほか 4)と同様に規約に基づいたサンプルデータを作成・配布する際に23 

一つ選択する必要があり、検討した結果を述べる。  24 

 花崎ほか 4)のサンプルデータ作成において利用されたのがスケーリング法と25 

呼ばれる手法である。これは以下のように表せる。  26 

)(,,
bas
m

fut
m

bas
my

fut
my MMOC −+=  (1) 27 

)(,,
bas
m

fut
m

bas
my

fut
my MMOC ×=  (2) 28 

ここで、
fut

myC , はバイアス補正実施後の気象要素（気温や降水量など）、
bas

myO , は観29 
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測の気象要素、 fut
mM と bas

mM はそれぞれ全球気候モデル出力の将来期間と基準期1 

間の月平均値である。この操作により、温暖化による月単位の平均的な変化分2 

が基準期間の観測の時系列データに上乗せされる。この方法は実施が容易なこ3 

とに加え、基準期間と将来期間の差異が単純で、解析もしやすい。反面、時系4 

列が過去のままで振幅や変動の変化が扱えない問題や、観測値がたまたま 1005 

年に 1 度といった極端な現象が含まれていても一律に変化分を足したり掛けた6 

りするため、リスクを過大評価する問題などがある。  7 

 このほかにもバイアスを補正する方法は多くある。代表的なものは、気候モ8 

デルの気温や降水量の頻度分布を観測のそれと一致させる、Quantile mapping9 

と総称される方法である。Piani et al.29 ) は基準期間において気候モデルの基準10 

期間の累積分布関数（Cumulative Distribution Function; CDF）を観測の CDF に11 

変換する変換関数（Transfer function）を作成し、これを気候モデルの将来期間12 

の CDF に適用することでバイアス補正を実施した。Hempel et al.30) は Piani et 13 

al.29 ) の方法を改良し、気候モデルの現在期間と将来期間の月平均値の変化情14 

報を保存できるようにした。Watanabe et al.31 ) はさらに標準偏差の変化情報も15 

保存しつつ、CDF を変換するバイアス補正方法を提案した。このほかに Weather 16 

generator を使う方法もある 26)。ただし、Weather generator は 1 地点ごとに気象17 

条件を生成するため、気象場の空間的な連続性・整合性が求められる河川流量18 

の温暖化影響評価などには不向きである。  19 

2.3.2 方法の選択  20 

 サンプルデータを作る際の日単位の気候シナリオのバイアス補正を検討する。21 

日単位の全球気候モデルの出力データをバイアス補正する際に、スケーリング22 

法の問題は顕著となる。Quantile mapping は有効な方法であるが、CDF 等を近23 

似する分布関数の当てはまりが悪い場合に、異常な補正結果をもたらすことが24 

ある。加えて、現在気候データから作成した変換関数を将来気候データに適用25 

した場合、何らかの仮定を置いて、分布関数の裾を外挿せざるを得ないが、そ26 

の際に異常値などの問題が発生しやすい。そこで、これらの中間的な方法であ27 

る飯泉ほかによる累積分布関数法を使うことにした 32)。この累積分布関数法は、28 

Quantile mapping と概念は似ているが、気候モデルのバイアス量は気象変数の29 

値の分布関数上の位置（パーセンタイル値）に依存し、その関係は現在気候で30 

も将来気候でも変わらないとの仮定を置く。Quantile mapping では気象変数の31 

値によって補正量が決まるが、累積分布関数法では気象変数のパーセンタイル32 
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値で補正量が決まる。この違いにより、累積分布関数法では分布関数の裾の外1 

挿が不要となる。累積分布関数法の計算手順は、時系列データを昇順に並び替2 

えた経験的な CDF を基準期間の気候モデルと観測について作成し、関数に近3 

似・変換することなく、その差分を直接将来期間の気候モデルに足すという方4 

法である。累積分布関数法でバイアス補正を巡る全ての問題が解決するわけで5 

はないが、補正結果が安定し、複数の気象変数に対し単一の手法が適用できる6 

ため、実用上便利だという長所がある。  7 

2.4 人口・土地利用の不確実性への対応  8 

 我が国の人口の予測は国立社会保障・人口問題研究所（社人研）によって行9 

われてきた。今回利用したのは 2008 年に発行されたもので、 2010 年から 203510 

年までを 5 年刻みで、市区町村単位で示されている 33)。ここで、物理モデルを11 

使った影響評価を実施するにあたり、基準期間の緯度経度直交のメッシュ単位12 

人口をもとに、市区町村単位人口の予測と整合するようにメッシュ人口を推計13 

した。基準期間の人口情報としては 2005 年の国勢調査に基づく日本の男女別年14 

齢５歳階級別人口を 3 次メッシュで示したものを利用した。  15 

 将来期間は 2010-2035 年と 2040-2100 年の 2 期間に分けて作成した。まず16 

2010-2035 年については、2000 年～ 2005 年の 5 年間の人口変化率をもとに人口17 

分布の偏在化（集約化）・均一化（分散化）傾向を考慮してメッシュ人口を推計18 

する有賀・松橋の手法 34)を適用し、 (A)偏在化シナリオ・(B)変化なしシナリオ・19 

(C)均一化シナリオ（ともに死亡中位・出生中位）による 3 次メッシュ人口を作20 

成した。その後、社人研の複数の将来推計から「 (1)死亡中位・出生中位」・ (2)21 

「死亡低位・出生高位  」・「 (3)死亡高位・出生低位  」を利用し、上記 3 次メッ22 

シュ人口を補正した。これにより、 9 通りのシナリオを作成した。  23 

 次に 2040-2100 年については、社人研の推計が 2035 年で終わっているため、24 

この延長を行った。死亡率・出生率・移動率に関する上記 3 シナリオの 203525 

年の都道府県別推計値・市町村別推計値を初期値として、有賀・松橋で検討・26 

採用した延長手法 34)を適用し、 2040～ 2100 年の  5 年おきに上記 3 シナリオを27 

用意した。さらに、2035 年までと同様の補正処理により、(A)偏在化シナリオ・28 

(B)変化なしシナリオ・ (C)均一化シナリオについて 3 次メッシュ人口を作成し29 

た。これにより、やはり 9 通りのシナリオを作成した。  30 

 最後に加賀による人口を説明変数とした簡易土地利用モデル 9)を利用して、931 

つの人口シナリオに対応した土地利用シナリオを作成した。基準年（ 2006 年）32 
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のデータは国土数値情報土地利用 3 次メッシュデータを利用した。土地利用は1 

11 区分（森林，田，その他の農用地，荒地，建物用地，幹線交通用地，その他2 

用地，河川及び湖沼，海浜，海水面，ゴルフ場）である。  3 

 4 

３．シナリオ  5 

 これまでの議論と方法に基づき、新たな共通シナリオを開発した。共通シナ6 

リオは大きく、気温や降水などの気候シナリオと、人口・土地利用シナリオに7 

分類される。便宜上、花崎ほかのシナリオ 4)を第 1 版、本稿のそれを第 2 版と8 

呼ぶ。なお、気候シナリオは第 2 版および第 2 版補遺の 2 つに分かれる。これ9 

らをあらかじめ表 1 にまとめておく。  10 

 11 

表 1 第 1 版，第 2 版，第 2 版補遺の関係  12 

 第 1 版  第 2 版  第 2 版補遺  

気候予測情報  CMIP3 CMIP5 CMIP5 

排出シナリオ  SRES A1B RCP 2.6 

RCP 4.5 

RCP 8.5 

RCP4.5 

気候モデル  MIROC3.2hires 

MRI-CGCM2.3.2 

GFDL CM2.1 

CSIRO MK3.0 

MIROC5 

MRI-CGCM3 

GFDL CM3 

HadGEM2-ES 

MIROC5 

ダ ウ ン ス ケ ー

ル（DS）  

線形内挿  線形内挿  WRF で力学的 DS，そ

の後線形内挿  

現在期間  1981-2000 1981-2000 1981-2000 

将来期間  2031-2050 

2081-2100 

2031-2050 

2081-2100 

2081-2100 

時間解像度  月  月  日  

バイアス補正  スケーリング法  スケーリング法  累積分布関数法  

 13 
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3.1 基本情報  1 

 空間領域および期間に関しては第１版と同様とする。すなわち、空間領域は2 

日本全域とし、告示 143 号に基づく標準地域メッシュ 35)の範囲のうち、南鳥島3 

と沖ノ鳥島を除いた北緯 24 度から 46 度まで、統計 122 度から 149 度までを対4 

象領域とする。空間解像度は後述する人口・土地利用シナリオとの整合性から、5 

3 次メッシュ（第３次地域区画）を基準とし、緯度間隔 30 秒、経度間隔 45 秒6 

（約 1km×1km に相当）とする。  7 

 期間は 1981-2000 年を基準期間とし、2031-2050 年と 2081-2100 年を影響評価8 

対象期間とする。後者は力学的ダウンスケールを用いた気候予測情報の入手可9 

能な期間にも合わせている。  10 

3.2 気候シナリオ第 2 版  11 

3.2.1 規約  12 

 気候シナリオ第 2 版が規定するのは、現在気候データ、温室効果ガス排出シ13 

ナリオ、気候モデルの 3 つである。空間内挿方法、バイアス補正方法、時間解14 

像度は利用者側で決定する。なお、本研究では、次節に示す空間内挿方法、バ15 

イアス補正方法を利用した月単位と日単位のサンプルデータを作成した。  16 

 現在気候データは、農業環境研究所の作成した「アメダスメッシュ化データ」17 

とする 36)。将来の温室効果ガス排出シナリオには RCP2.6, RCP4.5, RCP8.5 の 318 

つを用いる。全球気候モデルは CMIP5 に参加した全球気候モデルのうち19 

MIROC5、MRI-CGCM3.0、GFDL CM3、HadGEM2-ES の 4 つとする。  20 

3.2.2 サンプルデータ  21 

 第 2 版の規約に従い、影響評価モデルに入力可能な一つの時系列気候シナリ22 

オを作成した。気象要素は日最高気温、日最低気温、平均気温、降水量の 4 変23 

数である。全球気候モデルの元解像度から 3 次メッシュ（約 1km×1km）まで線24 

形内挿し、月単位の出力をスケーリング法（式 (1-2)）でバイアス補正した。  25 

3.3 気候シナリオ第 2 版補遺  26 

3.3.1 規約  27 

 MIROC5 全球気候モデルによる RCP4.5 放射強制力シナリオ下の 2081-210028 

年の気候予測情報を境界条件にした領域気候モデル WRF による力学的ダウン29 

スケールを利用する。これは文字通り、全球気候モデルのみを利用した第２版30 

の一部を領域気候モデルを利用したもので置き換えるための補助的な気候シナ31 

リオである。  32 
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3.3.2 サンプルデータ  1 

 WRF の気候予測情報は日単位、空間解像度は 20km である。これをまず、線2 

形内挿することにより、 3 次メッシュに変換した。次に累積分布関数法 32)を利3 

用してバイアス補正を行った。気象要素は日最高気温、日最低気温、平均気温、4 

降水量の 4 変数である。  5 

 このほかに、簡易手法による対照データも一つ作成した。全球気候モデル6 

MIROC5 は、月単位の他に、日単位データも公開されている。まず、第 2 版サ7 

ンプルデータ作成時と同様に空間的に線形内挿することにより、これを 3 次メ8 

ッシュに変換した。その後、累積分布関数法でバイアス補正を行った。つまり、9 

第２版補遺のサンプルデータとの違いは、力学的ダウンスケールの有無のみで10 

ある。第 2 版と第 2 版補遺、さらにこの対照データを比較することにより、力11 

学的ダウンスケールが影響評価に及ぼす効果を調査することができる。  12 

3.4 人口・土地利用シナリオ  13 

3.4.1 規約  14 

 人口の基準年は 2005 年とし、国勢調査データを利用する。土地利用の基準15 

年は 2006 年とし、国土数値情報土地利用 3 次メッシュデータを利用する。人16 

口の将来シナリオに関しては、2-4 節に示したように、市町村別の人口変化想17 

定として「 (1)死亡中位・出生中位」・ (2)「死亡低位・出生高位  」・「 (3)死亡高18 

位・出生低位  」の 3 想定、各市町村内の空間分布変化に関する想定として (A)19 

偏在化シナリオ・ (B)変化なしシナリオ・ (C)均一化シナリオの 3 想定、その結20 

果として両者の組み合わせによる 9 つのケースでの３次メッシュ人口を用いる。21 

また、土地利用に関しては、上述の９つの人口シナリオに対応した３次メッシ22 

ュ土地利用シナリオを用いる。  23 

3.4.2 サンプルデータ  24 

 上記規約に従い、影響評価モデルに入力可能な 3 次メッシュ人口シナリオ（性25 

別・年齢階層別）ならびに 3 次メッシュ土地利用シナリオ（ 11 区分）を、200526 

年～ 2100 年の期間について 5 年おきに作成した。  27 

3.5 優先順位  28 

 以上を踏まえてシナリオの組み合わせを考えると、気候モデル（ MIROC5, 29 

MRI-CGCM3.0, GFDL CM3, HadGEM2-ES）、 放 射 強 制 力 シ ナ リ オ （ RCP2.6, 30 

RCP4.5, RCP8.5）、人口・土地利用シナリオ（人口 3 通り×空間分布 3 通り  ）、31 

期間（ 2031-50 / 2081-00 ）の 4×3×9×2＝ 216 通りとなり、相当な数となる。そ32 
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こで、これまでの議論を踏まえ、以下のように優先順位を提案する。  1 

 まず期間であるが、2031-2050 年と 2081-2100 年では社会経済の見通しの想定2 

を行いやすい前者を優先とするが、両方とも実施することが望ましい。次に人3 

口・土地利用は空間分布変化なしの中位推計を最優先とし、続いて同高位、同4 

低位推計、空間分布変化ありの順とする。放射強制力シナリオは最も温暖化が5 

進んでしまった場合（悲観）の想定を得るため RCP8.5 を最優先とし、次に最6 

もよく温暖化を食い止められた場合（楽観）あるいは緩和策の最大限の効果を7 

見積もるために RCP2.6、最後に領域気候モデルとの連携が行える RCP4.5 の順8 

とする。気候シナリオは MIROC5, MRI-CGCM3.0, GFDL CM3, HadGEM2-ES の9 

順とする。これらを踏まえると優先順位は表 2 のようになる。  10 

 11 

表 2 優先順位の目安  12 

優先     組み合わせ  備考   

第 1  人口中 /高 /低， 2 期間  6 通り   人口・土地利用の不確

実性の検討。  RCP8.5，MIROC 

第 2  人口中 /高 /低， 2 期間  ＋ 12 通り   長期安定化目標（複数

の放射強制力シナリ

オ）の検討。  

RCP4.5/2.6，MIROC 

第 3  人口中 /高 /低， 2 期間  ＋ 18 通り   気候モデル不確実性

の検討。  RCP8.5，

MRI/GFDL/HadGEM2  

第 4  人口中 /高 /低， 2 期間  ＋ 18 通り   RCP2.6 放射強制力シ

ナリオ下による検討

の網羅。  

RCP2.6，MRI/ 

GFDL/HadGEM2 

第 5  人口中 /高 /低， 2 期間   ＋ 18 通り  RCP4.5 放射強制力シ

ナリオ下による検討

の網羅。  

RCP4.5，MRI/ 

GFDL/HadGEM2 

第 6  人口残り 6， 2 期間   ＋ 144 通り  全人口シナリオ下に

よる検討の網羅。   RCP4.5，MRI/ 

GFDL/HadGEM2 

人口中 /高 /低：空間分布は変化なしを利用  

 13 
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４．結論  1 

 日本の物理的な温暖化影響評価を実施するうえで、多分野の研究者が横断的2 

に利用できる気候と人口・土地利用シナリオの構築を行った。気候シナリオは3 

第 2 版と第 2 版補遺に大別され、前者は 4 つの気候モデル、 3 つの放射強制力4 

シナリオ、 2 つの期間、後者はそれぞれ 1 つずつからなる。前者は月単位で、5 

後者は日単位で日本全体をカバーする 3 次メッシュのサンプルデータを入手可6 

能である。人口・土地利用シナリオは人口と空間分布の異なる 9 シナリオから7 

なり、同じく 3 次メッシュのデータが入手可能である。  8 

 本稿による検討により、花崎ほか 4)の共通シナリオのうち、 4 つの問題が解9 

決した。第 1 に、気候予測情報が CMIP3 から CMIP5 へと更新された。これに10 

より、最新の気候モデルの利用が可能になった。第 2 に、 3 つの放射強制力シ11 

ナリオを利用したいわゆるマルチシナリオの影響評価が可能になった。第 3 に、12 

1 つの気候モデル、1 つの放射強制力シナリオ、1 つの期間に限られるが、領域13 

気候モデルを利用した気候予測情報が加わった。第 4 に、人口の総数とその空14 

間分布が異なる 9 つの人口・土地利用シナリオが利用可能になった。  15 

 今後の課題は大きく 3 つある。第 1 に、本稿では力学的ダウンスケールに基16 

づく気候シナリオを提供するため、第 2 版補遺を提案したが、境界条件として17 

利用する気候モデルと放射強制力シナリオの数が 1 つに限られるという問題が18 

残った。この問題の解決には、第 2 版補遺の手法を、第 2 版の 4 つの気候モデ19 

ルと 3 つの放射強制力シナリオに適用することが必要である。さらにバイアス20 

補正に関しては、温暖化による年・月平均値の変化だけでなく（スケーリング21 

法で考慮できる唯一の情報）、分布関数（累積分布関数法で追加的に考慮できる22 

情報）や標準偏差、振幅、トレンドも活かせるバイアス補正 30～ 31)の実施も必23 

要である。このためには、大量の計算を実施するための計算機資源と、領域気24 

候モデルや高度なバイアス補正を実施するための専門家の確保が必要である。25 

第 2 に、本稿では花崎ほか 4)と同様に全球のメトリクスを利用して全球気候モ26 

デルの選択を行っており、全球規模の再現性は担保できたものの、日本の気候・27 

気象現象の再現性の高いモデルが選択できたか不明である。この問題の解決に28 

は全球・領域気候モデルの解析の専門家とのさらなる協働が欠かせない。第 329 

に、本稿では人口と人口のみを説明変数とするモデルを用いた土地利用シナリ30 

オを構築したが、日本の社会・経済の変化を示す包括的なシナリオとはなって31 

いない。この問題の解決には、産業、エネルギー、経済に関する専門家も交え32 



 

16 
 

た社会経済シナリオ開発のチームの編成が必要である。世界の社会経済シナリ1 

オである Shared Socioeconomic Pathways37)との連携についても考慮が必要であ2 

る。  3 
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Abstract 17 

The extent of climate change effects ranges widely. For comprehensive assessment of 18 

the impact of climate change and formulation of adaptation policy, implementation of 19 

interdisciplinary research is needed under a common future assumption (hereafter 20 

common scenario). In this paper, a common scenario for Japan is proposed using the 21 

latest climate and population projection. We used the climate projection of four 22 

climate models and three radiative forcing scenarios of the Coupled Model 23 

Intercomparison Project Phase 5 (CMIP5). We utilized the results of dynamical 24 

downscaling using a regional climate model which is consistent with the global 25 

scenarios after applying bias-correction techniques. We developed nine population 26 

projection scenarios taking into account not only the total numbers but also its 27 

spatial distribution of it . We proposed land use scenarios compatible with these 28 

population projections. By conducting multi-sectoral research on climate change 29 

impact and adaptation, the entire picture of the impact of climate change on Japan 30 

will be revealed. 31 
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